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11．．ははじじめめにに  

わが国は災害大国である．近年でいえば，2011 年に発生し

た東日本大震災をはじめ，2016年熊本地震，2018 年西日本豪

雨など，地震に限らず，水害や台風など多くの災害が起きて

いる．特に被災範囲が複数県に跨がるような広域に及んだ場

合，救援活動は広域的な支援態勢が必要である．多くの自治

体では，あらゆる災害に対して，地域防災計画を策定してい

る．例えば，静岡県地域防災計画 1)は，共通対策編の他に，

地震対策編，津波対策編，原子力災害対策編，風水害対策編，

火山災害対策編，大火災対策編，大規模事故対策編，資料編

1・2より構成されている． 

特に地震では，南海トラフ沿いの地域においてマグニチュ

ード 8～9クラスの地震が30年以内 70～80％（平成 31 年１

月１日現在）の確率で発生するといわれている 2)．そのため

多くの自治体では，南海トラフ地震が発生した際の地震被害

想定を公表 3)している他，施設面の港湾や空港等の交通結節

点においては BCP 計画 4)，医療関係においては医療支援計画
5)など，国や自治体のさまざまな部局・組織において災害に備

えた対策が行われている．これらの多くは，過去の大規模災

害を教訓として計画が策定され，さらに毎年のように更新さ

れている．一方で救助・救援活動の拠点，物資・人員輸送に

おいて個々の効率化・最適化を行っただけでは全体最適には

ならない．例えば，輸送人数に対して必要なヘリコプター（以

下，ヘリ）を揃えたとしても，空港側の処理容量を超える可

能性がある．その場合は海からの支援等，他の輸送手段と連

携した形で検討しておく必要がある．その際，港湾の被災状

況においてどの程度利用可能なのか，予め検討しておくこと

が必要である．海上技術安全研究所（以下，海技研），電子

航法研究所（以下，電子研），港湾空港技術研究所（以下，

港空研）では，3 研究所が連携し，個別最適からは見落とさ

れる可能性のある救援活動の一連の流れで発生し得るボト

ルネックを事前に発見できるシミュレータを開発している．

本稿では，交通運輸技術開発推進制度のもとで開発中である

傷病者輸送シミュレータ 6)*1 について述べ，空港面運用シミ

ュレータ及び港湾施設の利用性評価については紹介を行う． 

 
22．．開開発発内内容容  

本研究において開発しているシミュレータは，今後想定さ

れる災害について，事前にどういうソフトとハードの対策を

行えばよいかを明らかにするものである．シミュレータは，

各組織が災害・防災対策の施策を検討している運用方法や被

害想定を前提条件として，シミュレーションを実施し，結果

をもとに改善案を検討し，再度条件を変更して輸送性能を評

価できるものである．なお，図－1 に示しているが，全体総

括とシミュレータの核となる傷病者輸送シミュレータを海

技研が，空港面シミュレータに関する部分を電子研，港湾施

設の利用性評価に関する部分を港空研が研究開発を行って

いる． 
 

33．．傷傷病病者者輸輸送送シシミミュュレレーータタ  

3．1 マルチエージェントシステムによるシミュレータ 

シミュレータは，輸送機材（ヘリ，車両，船等）による傷

病者（以下，要救助者）の輸送を対象としている．シミュレ

ーションでは，被災地域にいる要救助者を輸送機材によっ

て，病院までの輸送する流れを再現することとしている．そ

のため，輸送機材の動きをできるだけ現実に近い条件に設定

し，その動作をミクロな視点で捉える必要があるため，マル

チエージェントシステムを採用している．マルチエージェン

トシステムは，集合知や社会システムの分析など，複雑な現

象を解明する目的で盛んに活用されている．マルチエージェ

ントシステムでは，個々のエージェントがある環境内で定め

られた行動ルールに従い，判断，行動するが，その行動が環

境をも変化させるため，自らの行動にも影響を及ぼす．本研

究では，輸送機材をエージェントとして行動ルールをモデル

化し，その行動をシミュレートすることにより，輸送機材に

よる輸送を再現することとする． 

 

3．2 輸送機材，輸送対象者，輸送先の決定過程 

本研究において，輸送機材による輸送の１ミッションは，

出発地（輸送機材の現在地）を出発した輸送機材が要救助者

の集まっている場所まで移動し，要救助者を乗せて災害拠点

病院まで運ぶまでと定義する．その上で，各輸送機材の一つ

ひとつを１エージェントと考え，エージェントが向かう場所

を決定する．輸送機材の行動は以下のとおりである． 

①各輸送機材は，最短時間で輸送できる要救助者を選定 

選定方法は，以下の時間を計算し，合計時間が最小となる

要救助者を選定する．ただし，要救助者を輸送中の他の輸送

機材が向かった方が，この輸送機材より合計時間が最小とな

る可能性もあるので，最終的な決定は③で行う． 

 現在地から要救助者がいる場所までの移動時間 

 要救助者の救助時間 

 要救助者がいる場所から最も近い災害拠点病院まで

の移動時間 

 災害拠点病院での降車・降機待ち時間（活動内容の決

定時点での待ち時間の長さ） 

 災害拠点病院での降車・降機時間 

②選定時点で輸送中である他の輸送機材の方が早いかを

計算（他が早ければ任せ，①に戻る） 

①の輸送機材による輸送より，要救助者を輸送中である他

の輸送機材が向かった方が早いかどうか①同様の合計時間

を計算する．他の輸送機材の方が早ければ，その要救助者は

他の輸送機材に任せ，再度①の計算を行う． 

 
図－1 シミュレータの概要 

(54)

54 海上技術安全研究所報告　第 21 巻　別冊（令和 3年度）　第 21 回研究発表会　講演集

陸•海空の連携したほ病者輸送シミュレータ, . 

. , 00県

!A ・100

//テァ戸‘‘主 ＇， 

ぎ炉二、＇、天乏二仁 ＇
： 被災地 ｀‘‘‘...,港沿炉設ーの五日↑生評価 ・1
｀`― ¥港閂夏冒 ，‘ 

シ 病院等



 

③最終決定 

①の輸送機材の方がミッションを最短で終了できる場合，

要救助者と災害拠点病院を決定してミッションに移る．ミッ

ション終了後は①に戻る． 

 

3．3 シミュレーションの前提条件 

本研究では，都道府県規模のエリアにおいて，大規模地震

が発生した際の要救助者の輸送をシミュレーションするこ

ととする．大規模災害時に県内に発生した要救助者を輸送機

材によって災害拠点病院まで運ぶものとする．災害拠点病院

が満床の場合は広域搬送拠点臨時医療施設（Staging Care 

Unit，以下，SCU とする）へ輸送することとする．なお，本

シミュレータは開発段階であるため，図-2のようなエリアを

四つに分けた仮想の都市規模，病院，要救助者を配置してシ

ミュレーションを実施した．エリア0は，他のエリアと比較

して要救助者が約 120人と少ないが，他のエリアと異なりエ

リア内に SCUまたは災害拠点病院が無く，他のエリアの病院

か SCUへの輸送が必要となる．なお，輸送機材であるヘリは，

対象地域を直線的に移動でき，移動速度は200km/h である．

ヘリの初期位置については，エリア 2 に 2機，エリア 3 に 1

機配置し，全てのエリアで活動が行えることとした．車両は，

シミュレータ上に設定した道路ネットワーク上を移動でき，

移動速度は道路ネットワーク上の設定速度により移動する．

また，車両はエリア内のみで活動が行えるが，エリア内に輸

送可能な病院が無い場合はエリア外の病院・SCU へ輸送可能

とした．その他の前提条件については，表-1に示すとおりで

ある． 

3．4 シミュレーションの結果 

シミュレーションの可視化画面を図-3に示した．シミュレ

ーションでは，3.2 に示した行動ルールに従って輸送機材が

動き，要救助者を病院まで輸送する．シミュレーション結果

を確認することで，計画している地域防災計画や県内におけ

る救助態勢においてどの程度の時間で傷病者を輸送可能な

のか，輸送機材はどの程度活用できるのか等が定量的にわか

る． 

図-4は，ヘリと車両において平均輸送距離（機材移動距離

/輸送人数）と輸送人数（24 時間）の関係を示したものであ

る．グラフは大きく三つのグループに分かれており，輸送人

数が少なく平均輸送距離が長いグループはエリア0を担当し

た車両であった．エリア0の地域は災害拠点病院及び SCUが

エリア外になるため，平均輸送距離が長くなり*2，必然的に輸

送人数が少なくなった．また平均輸送距離が短く輸送人数が

多いグループは，輸送機材がヘリであった．ヘリは巡航速度

約 200km/h と車両と比較しても速いため，多くの要救助者を

輸送できたものと考えられる．残りのグループはエリア 1～

3を担当した車両であった．輸送人数は 10～20人前後となっ

ており，ほぼピストン輸送のように要救助者の発生場所と病

院を往復していた．以上の結果より，仮想のエリア内の結果

ではあるが，周辺に病院が無い場合は，病院への輸送距離が

長くなり，輸送人数が減少すること，またヘリは車両の 3倍

程度の輸送が可能ということが明らかになった． 

表－1 前提条件

 

救助対象エリア
東⻄150km、南北100km程度の⾃治体の中に、
約9000⼈の要救助者が発⽣したと仮定

輸送機材数
ヘリ3機（全エリアの救助を担当）
⾞両132台（エリア内の救助を担当）

災害拠点病院数 21カ所
SCU数 3カ所

要救助者発⽣場所 救助対象エリアにランダムに配置
要救助者発⽣時刻 24時間以内にランダムに発⽣

前提条件

 
図－2 対象地域と要救助者数 

約150㎞

約
10
0㎞

SCU
SCUSCU

エリア0

エリア1エリア2エリア3

災害拠点病院：7か所

災害拠点病院：8か所災害拠点病院：6か所

災害拠点病院：0か所
⾞両：14台

⾞両：33台

⾞両：35台⾞両：50台
ヘリ：1機 ヘリ：2機

要救助者：約120⼈

要救助者：約700⼈

要救助者：約4,000⼈要救助者：約4,000⼈

 
図－3 シミュレーション可視化画面（抜粋，凡例等を付加） 

 
図－4 平均輸送距離と輸送人数の関係 
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災害拠点病院ごとの輸送人数と病床使用率を図-5 に示し

た．なお，病床数は一律 500床と仮定し，24時間後の輸送人

数と 48時間後の輸送人数を示した．まず，全てのエリアにお

いて 24 時間以内に輸送が完了したエリアは無かった．48 時

間以内とした場合，エリア1の輸送は完了していた．エリア

0 は，要救助者が約 120 人と少ないが，エリア内に災害拠点

病院が無いために，片道 100km程度あるエリア1の SCU及び

病院への輸送が必要となる．そのため，48時間時点でも輸送

が完了できていない状態となった．エリア1は病院が 7カ所

あり，車両も 33台と，病院数と車両台数に対して要救助者が

700人程度であったため，48時間以内に輸送が完了したもの

と考えられる．なお，エリア1で要救助者の輸送を終えたの

は 43時間後であった．エリア 2，エリア3については，両エ

リアとも 48 時間時点で輸送は完了しなかった．エリア 2 の

輸送完了率は約 19％，エリア 3 の輸送完了率は約 41％であ

った．エリア3の方が他のエリアより輸送完了率が高いのは，

車両の台数がエリア 3 の方が多く，要救助者の輸送を 48 時

間で多く実施できたことによるものと考えられる． 

 

44．．空空港港面面運運用用シシミミュュレレーータタ  

3 章で示したシミュレータは，輸送機材数について自由に

設定することが可能である．ヘリは，災害発生時には機動力

が生かせるため傷病者の輸送に有効的である．一方で，ヘリ

の拠点となる空港には災害直後より機材が集中することが

考えられ，現に東日本大震災時の福島空港では，通常の約12

倍もの航空機が飛来し，震災発生直後から，救援機，報道機

及び定期便・臨時便を 24時間態勢で受け入れた 7)．そのため

通常の駐機スペースでは足りず，誘導路上を臨時の駐機スペ

ースとして活用を行った．そこで，大規模災害時の空港にお

いて，どの程度の航空機が受け入れ可能で，どの程度の救援

機が活用可能かを事前に把握しておく必要がある．電子研で

は，混雑空港を対象として空港面の交通状況を把握し，混雑

緩和の対策となる航空交通管理手法を検討，検証するための

シミュレータを開発してきた 8)．本シミュレータは固定翼機

(旅客機等)のみについて空港面における走行を模擬するも

のであったため，本研究で扱う大規模災害時に物資や傷病者

輸送の支援の拠点となる空港運用では主に回転翼機（ヘリ

等）の運用を模擬する必要があり，回転翼機の運用を模擬で

きるようにシミュレータの改修を行った． 

図-6は，シミュレータ画面を示している．図右側が，通常

使うエプロンであり，左側に臨時駐機場と誘導路を新たに設

置した場合のシミュレーション等が可能である．本シミュレ

ータでは，出発機と到着機の機数，各機材の駐機場所を設定

することで，シミュレーションを実施し，シミュレーション

結果から運用上の問題点等を明らかにするものである． 

 

55．．港港湾湾施施設設のの利利用用性性評評価価  

傷病者輸送において，主となる輸送機材は車両とヘリとな

る．しかし孤立地域が発生した場合は，船を利用した輸送も

考えられ，要救助者が多数発生するような地域へは，既存船

舶を活用した災害医療活動や船舶を利用した域外への輸送

も考えられる．そこで，港空研において，過去の被災事例に

基づいて，地震の規模と地震後に施設を利用できる割合を構

造形式毎の供用可能率として算出を行った．表-2は計測震度

と係留施設の供用可能率の関係を示している．例えば，震度

 
図－5 病院別の輸送人数と病床使用率 
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図－6 空港面運用シミュレータ画面 

表－2 計測震度と係留施設の供用可能率の関係
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一＿ 

一
． ． 

口

計測
●度霧

速度PSI 供用可能寧 （％）

•II (cm/s0・5) 重力式 矢板式 桟櫨式 全体平均

3.00 5 100.0 100.0 100.0 100.0 

3.50 10 100.0 100.0 100.0 100.0 

4.00 15 100.0 93.8 100.0 97.9 

4.50 5弱 35 100.0 75.0 100.0 91.7 

5.00 5複 60 100.0 25.0 92.6 72.5 

5.50 6蒻 105 89.5 18.8 51.9 53.4 

6.00 6強 175 47.4 18.8 7.4 24.5 

6.50 7 280 36.8 0.0 7.4 14.7 



 

6 弱程度であれば，重力式では，89.5％程度，矢板式の岸壁

では 18．8％程度の供用可能率となった．今後自治体が想定

する震度分布と照らし合わせ，船舶が利用できる岸壁を構造

形式別に推定する方法を検討し，シミュレータに活用してい

く予定である． 

 

66．．おおわわりりにに  

本稿では，マルチエージェントシステムによる傷病者輸送

シミュレータについて述べた上で，輸送機材ごとの輸送人数

及び病床使用率の観点からの分析事例を示した．さらに空港

面運用シミュレータ及び港湾施設の利用性評価について紹

介を行った．傷病者輸送シミュレータによるシミュレーショ

ン結果より，周辺に災害拠点病院が無い場合は，輸送距離が

長くなり，車両では時間がかかるため，要救助者の輸送に時

間がかかる可能性が示唆された．このような場合は，ヘリを

活用することも有効と考えられる．ヘリは巡航速度約

200km/h と車両と比較しても速く，要救助者を多く輸送でき

るメリットはあるものの，現状は，空港側の駐機可能数に上

限があり，機材数が限られる問題がある．災害の発生状況に

よっては，既存船舶を活用した災害医療活動などの選択肢も

考えられる．このように大規模かつ広域的な災害において

は，利用可能な輸送手段を最大限活用することで，一人でも

多くの命が救われることになるといえる． 

今後は，空港面の容量の算出及び港湾施設の利用可否判定

のデータを踏まえ，傷病者輸送シミュレータによる包括的な

評価を行う予定であり，その際，自治体の意見を取り入れ，

評価結果をフィードバックしながら全体的な評価を行う予

定である． 
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補補注注  

*1 傷病者輸送シミュレータの内容については，荒谷，間島

ら 6）の文献を加筆修正したものである． 

*2 平均輸送距離は，機材移動距離を輸送人数で割ったも

のである．そのためここでは，輸送機材の現在地から要救助

者がいる場所までの距離と要救助者がいる場所から災害拠

点病院もしくは SCUまでの距離を輸送距離としている． 
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